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１はじめに
カラオケは，今日我国を代表する文化へと発展してきた。このカラオケ自
体は，昭和50年代前半に発生し，またたく間に日本全国へと広がったもので
ある。このように広がった理由の一つは，当時，経営不振に陥っていたある
スナック店の経営者が，カラオケ装置を設置することで，客足がもどり経営
の立て直しができたということに習うスナック店が後を立たなかったからで
（１）
ある。もう一つの理由I土，カラオケ装置が「歌は聞くもの」という固定観念
を抱いていた音楽著作物享受者に「歌は自ら楽しむもの」という感覚を与え
るきっかけとなったことであろう。このことは，後に「一億総タレント」と
いう潮流を導く一方，カラオケ騒音といった社会問題も生みだした。このよ
うなカラオケ文化は，日本はおろか，東南アジアやヨーロッパまでにも普及
している。
カラオケ装置の普及は，従来の音楽著作物に新たな利用形態を生み出した。
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それまで，音楽著作物は，大抵の人たちにとって，享受するものではあって
も自らが実演するものではなかった。享受者を実演者に変えたカラオケは，
著作権法上の多数の問題を生み，刑事事件にまで及んだ。本稿では，カラオ
ケにおいて今日までに築かれた判例理論を検討し，現行著作権法上のカラオ
ケに対する考え方を明らかにすることによって，今後のカラオケに対する考
え方になんらかの示唆を与えようとするものである。
（２）
２最高裁昭63年３月15日半I決
カラオケを著作権者の許諾を受けずに使用することが著作権（演奏権）侵
害に該当するということについて，最高裁から初めて出されたのがこの判例
である（被告の経営するスナックの名称「キャッツアイ」から「キャッツア
イ」事件として呼ぱるものである。以下，本件の最高裁判断を「キャッツア
イ」事件とする｡)。最高裁において示されたこの判断は，同事件における控
（３）
訴審半U断を踏襲するものであった。
事実の概要は，上告人らスナック経営者が自らの経営に係るスナック等に
おいて音楽著作物の管理団体であるジャスラック（被上告人）の許諾を得る
ことなしに，カラオケ装置とカラオケテープを据え置き，同装置でカラオケ
テープの再生を伴奏としてホステス等の従業員及び来店する客を対象に，歌
唱させていた，というものであった。ここでの主たる争点となったことは，
カラオケ装置による伴奏を通じて客等の行う歌唱行為を著作権法上どのよう
に評価するかにあった。本件で問題とされたカラオケ装置は，オーディオカ
ラオケ装置と言われる初期のもので，歌唱者は，歌詞のかかれた紙片等を見
ながら，伴奏のために再生される曲に合わせ歌うという作業を必要とする設
備である。
まず，最高裁の多数意見は，「ホステス等従業員においてカラオケ装置を
操作し，客に曲目の索引リストとマイクを渡して歌唱を勧め，客の選択した
曲目のカラオケテープの再生による演奏を伴奏として他の客の面前で歌唱さ
せ，また，しばしばホステス等にも客と共にあるいは単独で歌唱させ，もつ
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）８７
て店の雰囲気作りをし，客の来集を図って利益を挙げることを意図していた
というのであり，かかる事実関係のもとにおいては，ホステス等が歌唱する
場合はもちろん，客が歌唱する場合を含めて，演奏（歌唱）という形態によ
る当該音楽物の利用主体は上告人らであり，且つ，その演奏は営利を目的と
して公にされたものであるというべきである｡」と，カラオケ伴奏の歌唱行
為を著作権者の演奏権侵害にあたり，その侵害についての責任者は経営者に
あると判断した。その様に解する理由として最高裁は，「客やホステス等の
歌唱が公衆たる他の客に直接聞かせることを目的とするものであること（著
作権法22条参照）は明かであり，客のみが歌唱する場合でも，客は，上告人
らと無関係に歌唱しているわけではなく，上告人ら従業員による歌唱の勧誘，
上告人らの備え置いたカラオケテープの範囲内での選曲，上告人らの設置し
たカラオケ装置の従業員による操作を通じて，上告人らの管理のもと歌唱し
ているものと解され，他方，上告人らは，客の歌唱をも店の営業政策の一環
として取り入れ，これを利用していわゆるカラオケスナックとして雰囲気を
醸成し，かかる雰囲気を好む客の来集を図って営業上の利益を増大させるこ
とを意図していたというべきであって，前記のような客の歌唱も，著作権法
上の規律の観点からは上告人らの歌唱と同視しうるものである（。）」から
であるとした。
この最高裁判断には，伊藤正己裁判官の意見が付されている。それは多数
意見が示した客の歌唱行為に着目して演奏権侵害を考えるのではなく，以下
のようにカラオケ装置によるカラオケテープの再生行為自体を演奏権の侵害
と捉える法構成である。
まず，「客は，上告人らとの間の雇用関係や請負等の契約に基づき，ある
いは上告人らに対する何らかの義務として歌唱しているわけではなく，歌唱
するかしないかは全く客の自由に任されているのであり，その自由意思によ
って音楽著作物の利用が行われているのであるから，営業主たる上告人らが
主体的に音楽著作物の利用に関わっているということはできず，従って，客
による歌唱は，音楽著作物の利用について，ホステス等従業員による歌唱と
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は区別して考えるべきであり，これを上告人らによる歌唱と同視するのは，
擬制的にすぎて相当でない」として，多数意見の理論構成に批判を加え，
｢カラオケ装置は，カラオケテープを再生することにより客がこれを伴奏と
して公衆に直接聞かせるべく歌唱するための特別の設備であるから，かかる
予定のもとにスナック等にカラオケ装置を設置することは，右にいう『客に
音楽を鑑賞させるための特別の設備を設けているもの』そのものに当たると
いうことはできないとしても，これに準ずるものとして，営利目的のカラオ
ケ装置によるカラオケテープの再生については著作権法附則14条による旧著
作権法31条１項８号の規定は働かないものと解するのが相当である｡」と主
張される。さらに，「著作権法施行令附則３条は，カラオケ装置を念頭に置
いた規定の仕方をしていないが，音楽の提供が直接結び付かない事業に限っ
て旧著作権法の規定を当分の間適用することとした著作権法附則14条ないし
著作権法施行令附則３条の立法趣旨に照らすと，右のように解することは，
むしろ立法趣旨にそった解釈」と現行著作権法制定当時にカラオケ自体が想
定されなかったことも同法施行令附則の解釈上の根拠として挙げている。
３カラオケ装置に係る演奏権侵害者把握の理論構造
「キャッツアイ」事件における最高裁判断が出される以前，同事件の控訴
審判決が出た以降，カラオケ装置に関わる権利侵害をどの様に把握するかと
いう理論構成について，学説は判例理論に対して，反論を加えるものが多い。
判例に示される理論構成は，歌唱から主体者の判断によって構成しようとす
るもの（仮に「歌唱重視説」としておく。）であり，もう一つには，再生装
置自体へと目を向けて判断しようとする構成（仮に「再生重視説」としてお
く｡）である。後者の中でも，さらに，再生装置自体に重点をおきながら，
歌唱も考慮にいれて構成するもの（仮に「再生鑑賞説」としておく。）など
に区別できる。
このように，カラオケ伴奏についての考え方が分かれる理由の一つには，
制定法上の問題が含まれている。著作権法は22条で演奏権を規定しているも
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）８９
のの，同法附則14条において「適法に録音された音楽の著作物の演奏の再
生」に該当し，「営利を目的として音楽著作物を使用する事業で政令で定め
るもの」に該当しない限り，２２条の演奏権侵害についての責任を免れるとい
う規定を置いている。そして，政令で定められた事業には，「喫茶店その他
客に飲食させる営業で，客に音楽を鑑賞させることを営業の内容とする旨を
広告し，または客に音楽を鑑賞させるための特別の施設を設けているもの」
(著作権法施行令附則３条１号）とあることから，この事業に該当せず，な
おかつカラオケ装置において再生される媒体が，適法に録音されている磁気
テープ，レコードあるいはコンパクトディスク（CD）である限り演奏権侵
害が発生しないことになる。このことが，カラオケ伴奏の演奏権侵害認定に
ついての理論構成を複雑にしている点である。
（１）歌唱重視説
「キャッツアイ」事件において示された最高裁判断は，最高裁で審理され
ている間に出された広島地裁福山支部昭61年８月27日判決（以下，「くらぶ
（４）
明日香」事件とする｡）の判断も含め，それ以後lこ出された下級審での論理
構成においてもオーディオカラオケ装置においては，基本的に踏襲されてお
り，判例上，歌唱重視説がほぼ定着しているといえる。
歌唱重視説では，客の歌唱行為が著作権法上は演奏に当たることを前提に
置いて，それが著作権法22条における「公衆に直接見せ又は聞かせることを
目的として（以下『公に』という｡)」との要件の中でも，「目的として」の
（５）
解釈しこ重点を置く。まず第一lこ「目的意志」（｢目的意思」の誤りか？）を誰
に求めるか，つまり客の意思として扱うのか，経営者に対してこの目的意思
を求めるのか，という点が問題となる。そのうえで，いずれの目的意思であ
れ，かかる意思をどの様な事実から判断するか，という問題の処理が次の課
題となる。
最高裁は，「客やホステス等の歌唱が公衆たる他の客に直接聞かせること
を目的とするものであること（著作権法22条参照）は明か」と述べるだけで，
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かかる目的意思を誰が有していなければならないか，という主体者について
の具体的言及はされていない。にもかかわらず，いわば短絡的に「上告人ら
による歌唱と同視しうるものである」と結論付けている。この点については，
本来22条が想定した歌唱意思を歌唱者に求める点を，経営者に求め，その意
味において歌唱主体を擬制しているのであろう。水野武最高裁調査官は，
｢若干擬性的な面がないわけではないが」との前置きをしながら，「店の雰囲
気作りのためのいわばバックグラウンドミュージックとして利用されている
に過ぎないから，店の雰囲気作りという点では，カラオケ伴奏による歌唱も
（１）
同じことであり，ただ，店の種類|こよって経営者の目指す雰囲気の質が」生
演奏やプロ歌手による歌唱と異なっているに過ぎない，としてカラオケ伴奏
による歌唱に22条を適用することを肯定される。そして，氏によれば，その
ことこそ客の歌唱を営業政策の一環として店の雰囲気を醸成しもって利益を
増大させようという経営者の意図の存在を認定させるものであると評価し目
的意思自体を「利益増大意思」として捉えることにより，経営者が主体者な
ると構成する。阿部浩二教授によれは，カラオケ装置に関する法律問題を，
キャバレー等での第三者たる楽団の音楽著作物演奏が，実演家を経営者の手
足ないし機関としている，として経営者の責任が追及された事例を引合いに
出し，「客が歌い自ら楽しむことと，歌唱につき主体性がどこにあるかとい
（７）
うことはBll問題」と，客の享楽としての行為と具体的歌唱行為についての主
体者が誰かとを分けて考える。その結果，客の享楽の行為に経営者の関与を
認めることこそ主体者であるところの経営者の責任を認める根拠となる，と
｢経営者積極的関与意思」として把握し，判例の考え方を肯定されている。
侵害主体者の認定について，最高裁の多数意見は，それ自体が上告理由で
あったにも関わらず，明確な判断理由を挙げないまま，「営業政策の一環と
して」の一言において経営者に演奏権侵害の主体者としての責任を負わせて
（８）
いると，批半Ｉされている。確かに，経営者は，客に対して，その歌ﾛ昌に対価
を支払うどころか，金を請求するわけであるけれど，客自身は，そこにカラ
オケ装置があるからこそそこへ行く，そこへ行けば，自己アピールにもなる，
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といった客の意思，主体性もあるわけであり，かかる状況から，カラオケの
主体者たる客の行為を，経営者の行為と同視するのには，無理があろう。そ
れ以上に，この様な論理構成を採るのであれば，付随音楽としてのカラオケ
伴奏がなくとも22条演奏権侵害が起り得ると言える可能性が残る。
最高裁の歌唱重視説では，主体者のいかなる行為が「直接見せ又は聞かせ
ることを目的」とするものと判断できるかについて従業員による歌唱及びそ
れによる勧誘のあること，カラオケ装置操作が従業員によって行われている
こと，などを挙げている。水野氏によれば，「全体的に評価して，なお店の
経営者による歌唱と同視できる場合」つまり，「いつでも他の客が入店し得
る状態になっていれば，やはり公衆たる他の客に聞かせることを目的として
（９）
いる」と評価できると最高裁半l断の事例判決としての特殊性を指摘されるが，
染野義信教授によれば，「確かにその通りであるとしても，具体的事情に応
（10）
じて判断しなければならなし､とすれば，なお法的不安定性は残る」と指摘さ
れる。
最高裁が示した判断が暖昧な部分を残しながら，少なくとも後に起ってい
る磁気テープを媒体としたカラオケ装置に係る訴訟事件の判決においては，
同趣旨の理論構成が採られていることに間違いはない。歌唱重視説が根底に
おいて有しているところの考え方は，カラオケ装置においても従来の生演奏
やピアノ演奏の延長でしかない，といった考えから成り立っているように読
める。しかしながら，後述しているところの刑事事件ではあるものの，大阪
（11）
地裁が平成６年４月12日に出した半l決（以下，「大阪刑事事件判決」とする｡）
が，「客の歌唱行為については著作権法38条１項本文の自由行為」に該当す
(12）
る，と前置きしたうえで民事事件である歌Ⅱ昌重視の理論を用いていることI土，
客の歌唱行為をどの様に評価するかという点についての積極的な判断とは言
えるが，やはり，最高裁理論の限界を示すものと思われる。大阪刑事事件判
決が，「著作権法が，音楽著作物などを利用し，公に演奏する経済活動から
生じる経済的利益を著作権者に還元することを目的としているという趣旨も
併せ考えると，かかるカラオケ伴奏による客の歌唱も著作権法上の規律の観
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点からは店の経営者による歌唱と同視し得る」と著作権法の目的を根拠に付
けを加えざるを得なかったのもその一端を現わしていると思われる。
（２）再生重視説
カラオケ装置の設置は，客に音楽を鑑賞させるための特別の設備に類似す
る行為であるとし，カラオケ装置によるカラオケテープの再生行為自体を音
楽著作物の演奏権侵害と構成する考え方である。この考え方は，２２条の侵害
を排除する著作権法附則14条の規定が示す著作権法施行令附則３条1号の解
釈の問題として扱おうとするものである。
「キャッツアイ」事件における伊藤正巳裁判官の意見によると，同令附則
３条１号がいうところの「『客に音楽を鑑賞させるための特別の設備を設け
ているもの』そのものに当たるということはできないとしても，これに準ず
るもの」としてカラオケ設備を位置づけている。又，半田正夫教授において
も，「同条の趣旨は，著作権者保護の見地から，録音物の再生を営利目的と
している事業については演奏権が及ぶことを明らかにしたものであり，立法
当時はカラオケが存在しなかったがためにとくに列挙されていなかったにす
（13）
ぎない」と，伊藤裁半Ｉ官と同旨の考えを示されている。さらに，松尾和子弁
護士によれば，誰が歌っているか，歌っていないか，ということを調査する
こと自体が不可能であるということから，そもそも「店の経営者がカラオケ
装置を設け，カラオケテープや歌詞などの付属品も備え，歌唱できる施設を
（14）
整えたところ}こ焦点を当てて問題を捉えた方が適切である」として，再生を
重視する考えを支持されている。斉藤博教授においても，歌唱を経営者とす
ることには，一般人の感覚からは，「素直な」ものとしては写らないとされ
たうえで，「カラオケテープの営利を目的とした再生行為そのものが吟味の
対象となるはず」とし，そこに，附則14条の壁が存在することの重みを指摘
された。そのうえで，附則14条の規定を設けたこと自体が，「経過的な措置
であってみれば，その後に出現したカラオケテープの再生行為をもこの附則
の中に包摂してしまうことが果して合目的的であるのか否か，解釈論の枠内
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）９３
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においてすら，若干の疑問を感ぜざるをえない｡」として，歌Ⅱ昌重視説Iこは，
批判的であるように窺える。
（３）再生鑑賞説
この考え方は，染野教授の提唱によるものである。それによるとまず，判
例理論に対して，「客はあくまでも受ける側に止まらざるをえず，決して本
来の送り手となることはできない｡」と客を消費者として把握すべきところ
を，「客が他の客のために歌うと解したために，理論的混乱を招くことにな
った」と批判した。そのうえで，「カラオケの伴奏によって歌唱する客自体
を，その音楽を鑑賞しているものとみて，客の歌唱は他の客に聞かせる目的
を持たないと位置づける。従って，歌唱する客は，カラオケテープの再生を，
歌唱という行為によって鑑賞するのであり，このようにみれば，カラオケ装
置が，著作権法施行令附則３条１号にいう『客に音楽を鑑賞させるための特
別の装置を設けているもの』に全面的に該当する」という結論に達する。著
作権法22条の「公衆に直接聞かせる」要件については，「客は入れ替わって
マイクを握り，結果的には不特定多数の者が歌唱することになるのであるか
（16）
ら，公衆である客が音楽の鑑賞に携わることに関わりなし､」とされる。
４ビデオディスクカラオケ装置に関する判断
前章までで，論議されてきた理論は，「くらぶ明日香」事件でレーザーデ
ィスクという新たな演奏再生媒体が出たことによって，著作権侵害形態に変
化が生じた。レーザーディスクを再生媒体とするビデオカラオケ装置とは，
ビデオカラオケ装置によりレーザーディスクを再生するとき，モニター画面
には収録された連続した影像と音楽著作物の歌詞が映し出され，スピーカー
からは収録された音楽著作物の伴奏音楽が流れるものであるために，歌唱者
が，歌詞を追うことが従来のオーディオカラオケ装置のときよりも，格段に
容易となった。
ビデオカラオケ伴奏によるの著作権侵害行為について初めての判断となっ
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た「くらぶ明日香」事件では，ビデオカラオケ装置のビデオソフトは「既存
の映画に歌詞を組み込ませて上映し，これにカラオケ音楽を組み入れて固定
したもの，すなわち簡単に製作され，製作者の知的創作性の少ない単なる録
音録画複製物と，通常の映画と同様に多数の制作スタッフの介在によって製
作される新たにレコーディングされたもの，すなわち，映画の効果に類似す
る視覚的または視聴覚的効果を生じさせる方法で表現され，かつ，物に固定
された録音映画物とに大別される」場合があるとしても，映画の著作物とし
て保護される，との前提において「レーザーディスクカラオケ装置は，レー
ザーディスクに固定された歌詞を組み込ませた映画をテレビ画面に映写する
とともに音楽を再生することによって使用されるものであることが認めら
れ」「レーザーディスクの伴奏音楽による歌唱の主体は被告らの経営する
『くらぶ明日香』にあり（著作権法２条１項５号，２２条，同法附則14条適用)，
また，レーザーディスクに収録された映画の上映（著作権法２条１項19号，
３項，２６条２項適用）の主体は右『くらぶ明日香」であって，且つ，営利を
目的として演奏，上映されているのであるから，被告らが原告の管理する演
奏権，上映権を侵害している」と判示している。
この判断はレーザーディスクを再生媒体とする場合は，上映権の侵害とな
るとした点で画期的なものとなった。しかしながら，理論構成の段階におい
て，「伴奏音楽による歌唱の主体は被告らの経営する「くらぶ明日香」にあ
(る)」と歌唱行為の主体者の判断を第一に行っていることから，既に出され
ていた「キャッツアイ」事件控訴審判断に引き釣られた点も又見受けられる。
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後に出された，高松地裁平３年１月29日判決（｢まはらじや」事件）１土，
｢客による歌唱についても，経営者がその主体として演奏権を侵害している
というべきである」とし，「キャッツアイ」事件の最高裁判断を踏襲した。
しかしながら，レーザーディスクについての侵害行為については，明確な論
拠を示していない。
「まばらじゃ」事件は，その一方，「店舗に設置されたオーディオカラオケ
装置は専ら右侵害行為に共された機械または器具であると認めることができ
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）９５
る（ピアノ生演奏，ビデオディスクカラオケ，レコード演奏についても同様
である｡)｡」と，著作権法112条２項に基づくカラオケ装置の撤去を認容した
点で注目できる。
ビデオカラオケ装置についての大阪地裁平成６年３月１７日判決（以下，
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｢大阪民事事件半Ｉ決」とする｡）では，「レーザーディスクが映画の効果に類
似する視聴覚的効果を生じさせる方法で表現され，且つ，’６のに固定されて
いる著作物であるから，著作権法上は，映画の著作物に該当する」との広島
地裁判決と同様の前提に立ちながら，「モニターテレビに管理著作物の歌詞
の文字表示が映し出されることはその管理著作物の上映に該当するし，スピ
ーカーから流れ出る管理著作物の伴奏音楽も，……中略……映画の著作物の
上映に該当するため，附則14条にいう『適法に録音された音楽の著作物の演
奏の再生」に該当せず，同条の特例措置は適用されない」とレーザーディス
クの再生行為に対して著作権法の特例措置の適用を排除した。レーザーディ
スクが音楽著作物の侵害となる法構成については，「レーザーディスクを再
生しこれに合わせてホステス等従業員や客の歌唱させるときは，それは，上
映（歌詞の文字表示と伴奏音楽）と演奏（歌唱部分）にあた」るとし，「被
告らが，原告の許諾を得ないで，本件店舗において，ホステス等従業員や客
にレーザーディスク装置（本件装置）を使用して管理著作物を収録したレー
ザーディスクカラオケを再生し，そのカラオケ伴奏により管理著作物たる楽
曲を歌唱させることは，原告の管理著作物についての著作権の一支分権たる
演奏権を侵害すると同時に，その－支分権たる上映権をも侵害するものとい
うべきで同被告らは当該演奏及び上映の主体として」損害賠償の責めに任ず
ると判断している。
これらの判断は，ビデオカラオケ装置によって，レーザーディスクソフト
の再生によって再生されるメロディーが上映に当たるか，という問題点を著
作権法２条1項19号により，上映にあたると断定し，上映権の侵害に当たる
ことを明言したことに加えて，従来のカラオケ判決が，特に触れていなかっ
た，客の歌唱行為と再生行為との二つの侵害行為とに分けて考察していると
９６
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いう点'よ注目に値する。演奏権侵害行為の判断基準は，「キャッツアイ」事
件におけるものと同じといえる。しかしながら，上映権の判断に対しては，
あえて歌唱行為を介して上映権の侵害を構成する必要はないから，再生行為
のみに着目し侵害を認めることが可能であろう。一旦，上映権による侵害が
認められる以上，歌唱行為を通じて侵害行為を認定せざるを得なかったオー
ディオカラオケ装置の場合と構造が明らかに違うわけである。それゆえ，最
高裁理論では，オーディオカラオケにおける場合とレーザーディスクカラオ
ケにおける場合では，その理論構成に無理があり，構成を変えざるを得ない。
その点，再生行為自体に侵害行為を向けておいた方が統一的に把握できよう。
５カラオケにおける著作権侵害と責任主体
以上示されてきた判例の流れは，無許諾でカラオケ伴奏を利用しているス
ナック経営者の責任をいかにして問うことができるか，ということについて
のものであった。前述した大阪民事事件判決は，リース業者への共同不法行
為責任をはじめて認めた判決となった。又，この事件のスナック経営者は，
大阪刑事事件判決で，刑事判決を受けていることから，その点も言及する。
（１）リース業者に対する共同不法行為責任
ここで示された判断は，次のようなものであった。
「被告会社の業務用カラオケ装置のリース行為は，それ自体を切り離して
みれば原告の管理著作物を侵害するものではないとしても，カラオケ装置に
より再生されるレーザーディスクに収録されている音楽著作物の大部分は原
告の管理著作物であり，原告の許諾を得ずに同装置を使用することが即管理
著作権の侵害となるというリース物件たる業務用カラオケ装置の現実の稼働
状況を含めて全体として考察すれば，管理著作権侵害発生の危険を創出し，
その危険を継続させ，またはその危険の支配・管理に従事する行為であると
同時に，それによって被告会社は対価としての利得を得ているのであるから，
右行為に伴い，当該危険の防止措置を講じる義務，危険の存在を指示警告す
るのが条理に適う」と，リース業者への注意義務を明確にしたうえで，被告
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）９７
リース会社は被告スナック経営者に対してこの様な注意義務を怠ったのみな
らず，「原告（ジャスラック）職員の事前の協力要請にも真蟄に耳を傾けず，
むしろ原告によるカラオケ管理の妨害行為の疑いすら招きかねない行為に及
んだ」（括弧内筆者）として，被告リース会社に対して被告スナック経営者
がジャスラックの管理する著作権を侵害するのを講助し，これに加功したも
のであり，その輔助・加工（功）について過失があるから，同被告（経営
者）らとともに共同不法行為老たる地位に立つといわざるを得ない」（括弧
内筆者）として共同不法行為としての責任を認めている。従来から示されて
いた，経済的利益の拡大としてのリスクを負うものに対する負担としての不
法行為責任とする考え方がここにも窺われる。
この事例では，リース会社に著作権侵害の危険防止措置を講じる義務を認
め，その点について過失ありとし，共同不法行為責任が認められるとするも
のであった。しかし，この事件の判断をどこまで普遍させて考えることがで
きるかという点については，疑問のあるところである。というのも，本件で
のリース契約自体が，パーセンテージ・リースと言われる賃借料の支払方法，
賃借人がその販売及びサービスの提供によって得た総売上高等に対しあらか
じめ約定された一定歩合のリース料を支払う旨を定めた特殊なリース契約，
判例によれば実質はリース料の算定方法につき特約のついた賃貸借契約，と
いう特殊なリース形態であることから，それ以外の単純なリース契約を締結
したリース会社に対してまで，普遍的にかかる注意義務を認定することはで
きないのではないか，と思われるからである。共同不法行為を認めることと
なった判例の背景にあるこの様な契約関係のもとでは，経営者による歌唱の
勧誘がそのままリース業者の収入へとなることを鑑み，従来の判例の立場を
承継したといえる。しかし，このような事実関係の場合，カラオケで売上が
伸びれば，スナックもリース業者も同様に収益が上がること，また，リース
業者のやり方如何によるとスナック経営者は，むしろリース業者の手足とな
りかねない状況も現出するであろう。そのことから考えるならば，リース業
者の責任を「スナック経営者が管理著作権を侵害するのを蒲助し，これに加
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功したもの」と判断した本件判断の射程距離は，きわめて少ないものとなる。
リース業者に対しては最終的にどの程度の責任を負わせるか，という問題
に帰着することになる。経済的利益の享有という視点を重視する「キャッツ
アイ」事件以来の判例の考え方からすると，リース業者を共同不法行為者と
して認めるのは容易であるといえる。しかしその一方で，リース業者がカラ
オケ機器をリースするといった場合に，不特定多数に対して当該機器を使用
可能にして収益を挙げていることを考えると，借主側も又，公衆と把握する
ことが出来，独立して侵害行為をなしていると考えることもできるのではな
いか。その意味において，輔助者としての責任を負うと同時に，仲介団体と
借主との契約締結協力義務をリース業者に対して認めるというのが理にかな
っていよう。この様な考え方をすることは，現行法上無理であるかも知れな
いが，私的録音録画について製造業者に対して協力義務が104条の５によっ
て認められたことから，著作物を再生によって利用可能にする装置について
も，協力義務を認めるべきであると思われるからである。
カラオケ伴奏として著作物を利用する場合，そこには歌唱する利用者たる
客がいて，設置者がいて，カラオケ装置提供者（リース業者や製造業者を含
め）がいる。利用者からすれば，正当な権利処理のもと自らの歌唱によって
権利者へ利用料が払われていると解しているのが今日的にはごく普通と考え
られる。その点からしても設置者やカラオケ装置提供者になんらかの責任を
負わせることは必要となってこよう。
（２）刑事責任
大阪刑事事件判決は，「演奏権の概念自体は民事上，刑事上を問わず一義
的に明確であるべきであり，又同一内容のものとして捉えるべきもの」との
前提に立ち，次のように判断している。
「客がカラオケ伴奏に伴って歌唱する場合，客の歌唱も著作権法上の演奏
に当たるというべきであるが（著作権法２条１項16号，２２条参照)，客自身
には営利の目的はなく，かつ，客は，聴衆（他の客）等から料金を受けてい
ないのであるから，それ自体は著作権法38条１項本文の自由利用行為に該当
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）９９
する。しかしながら，一般にいわゆるカラオケスナック等のカラオケを店に
設置し，それにより営業活動を行っている飲食店の実態からすると，客は，
店(経営者）と無関係に歌唱しているわけではなくて，店の従業員から歌唱
の勧誘を受け……中略……店（経営者）が設置したレーザーディスクカラオ
ケソフトの範囲内で，客が早見目次集で自分の歌う楽曲を選択するなどして
店（経営者）の管理の下に歌唱していると認められる。他方，店（経営者）
としては，客に歌唱させるという目的を果たす手段としてカラオケ装置を設
置し，しかも客が歌唱することを店の経営政策の一環として取り入れ，これ
を利用していわゆるカラオケスナック店としての雰囲気作りを行っているこ
とも明らかであり，またそうであるからこそ客は歌唱するためにカラオケス
ナック店に呼び寄せられるといえる。そうすると，店（経営者）は，このよ
うなカラオケ店の雰囲気を好む客の来集を図って営業上の利益を増大させる
ことを意図しているのであって，著作権法が，音楽著作物などを利用し,公
に演奏する経済活動から生じる経済的利益を著作権者に還元することを目的
としているという趣旨も併せ考えると，かかるカラオケ伴奏による客の歌唱
も著作権法上の規律の観点からは店の経営者による歌唱と同視し得るもの」
と，「キャッツアイ」事件で最高裁が示した歌唱重視説を採ったうえで，「当
該音楽著作物の著作権者の許諾を得ないまま，店の経営者が，客及び店の従
業員等にジャスラックの管理する音楽著作物である楽曲を歌唱させることは,
当該音楽著作物についての著作権の－支分権である演奏権を侵害することに
なり，その侵害行為の実行行為者は，店の経営者であると考えるのが相当」
である，と判断している。
著作権法,19条，号において著作権侵害をした者を刑事処罰の対象とする
のは，「具体的行為を行った者であります。民事上の権利侵害者と評価され
るのは侵害の法律的．経済的効果が帰属する主体でありますが，刑事上の犯
罪行為者は，自然人主義を採っておりまして,」「原則的には具体的行為を行
なった個人の行為を反社会的な行為と評価して罰則を適用する」というもの
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である。さらに，当該行為力;著作権法の第２章第３節第５款の著作権制限の
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規定に該当する場合には，違法性が阻却されることとなっている。このこと
から，この事件の判断を考えると，歌唱行為自体は，３８条１項で違法性を阻
却できる。では，経営者に著作権侵害行為についての具体的実行行為者とし
てどのように刑事上の責任を負わせるかと言うことになると，経営者に間接
正犯としての実行行為を認めるのであろう。この様な判断の根底には，経済
的利益を得る目的のものに対して民事賠償の責任を負わせるとして考えられ
た「キャッツアイ」事件引いては歌唱重視説を踏襲した考えが存存する。著
作権法においては，著作権侵害行為を民事責任に加えて刑事責任も問い得る
としている点からすれば，演奏権侵害という概念を民事上の侵害行為と同一
に扱おうとする判決の考え方に一般論としては，異議を唱えるものではない
が，この事件では，被告人の店にやって来たジャスラック職員に対して，
｢客席面積が５坪までの店には，使用料がいらないという内容が納得できず
に，契約を結ばないままそれまでどおりにカラオケを使い続けていた」とい
う事実に着目すると，設置そのものに故意を認める方が理にかなうのではな
いかと思われる。
６まとめ
以上様々な点からカラオケ伴奏の無許諾使用に関する著作権法上の問題を
考察してきた。ここで，第一に言えることは，判例の態度が映像を伴わない
オーディオカラオケ装置において歌唱行為自体に着目した音楽著作物の侵害
として統一的に構成しようとする点である。この構成は，著作権法附則14条
を迂回する有効な手段と言える一方で，当初，演奏権が求めていた経済的効
果の帰属主体の把握においては，解釈上大きな変化をみることとなった。そ
れまで，実演家たる歌唱行為者への経済的な金の流れに着目していた点を排
し，カラオケ装置による経済的効果を総合的に判断して責任を追及する。そ
の結果実演をなすものへ経済的利益が帰する必要が実質上なくなっている。
このこと自体は，著作物利用についての最終的経済利益を受け得る者が著作
権者であるということからすれば，著作権者保護として是認できる。しかし
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）１０１
ながら，この考え方は，ピデオカラオケ装置の場合には，適用できず，上映
権という別の概念を必要とする結果となった。さらに，カラオケ装置自体を
リースする業者に対して，客の歌唱を重視し続ければ，何等一般的な責任が
問われないという自体が発生し，結句，著作権法がカラオケ装置のリース業
者，最終的には製造業者を保護するものとなってしまう可能性が残る。その
意味からも，カラオケ伴奏の無許諾利用は，再生行為に注目して考えること
が全体を統一的に考えるうえにおいてはよいのではないか。
カラオケ装置提供者に対しては，設置者が無許諾の再生行為をなさないよ
うに管理団体との使用料支払契約締結について協力する義務（手続代行や方
法の説明を含め）があり，契約が締結されなかった場合には，現行法制度上
は，カラオケ装置提供者に対して民法719条２項の輔助者として，共同不法
行為責任を認めてよいだろう。しかし，立法論からいえば，カラオケ伴奏に
ついての法的責任を不法行為という観点から構成するより，カラオケ装置提
供者に対して，使用料徴収の代位行使ができるような制度のほうがよいと考
えられよう。
カラオケ装置提供者を軸に考えることは，今後次のような場合が想定され
るからである。それは，家庭用カラオケ装置について著作権法上どの様に考
察していくかという問題である。本来，著作権法は，家庭内というような一
定の限られた少数の範囲内における利用は，自由利用として認められてきた。
カラオケ装置自体が家庭に普及していることも事実であるし，各家庭がカラ
オケ装置で歌唱をするという場合，その都度使用料を支払うといったことも
行われていない。ところが，近時の通信網の発達により，電話回線を利用し
た「通信カラオケ」の普及が目ざましく，いわゆる「カラオケ・ボックス」
では主流となっている。そしてこれが，家庭用の機器として販売あるいはリ
ースされた場合には，家庭内利用は自由利用という，従来の著作権法上の考
えからすれば，権利行使の及ばないはずのものについて，実際には，各家庭
から一定料金の使用料が徴収され，それを元に通信カラオケの装置提供者が
仲介団体に対して使用料を支払う結果となる。この点において，もはや，箸
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作権法上の権利行使は，カラオケ装置提供者抜きには起こり得ないものであ
る。そしてこのことは，著作権法上の権利行使が，許諾権から報酬請求権へ
移行する方向性を有することは否めないし，もはや，家庭内使用を自由利用
として概念する事自体に限界があるともいえる。もちろんそこには，仲介団
体が一律にカラオケ装置提供者から，使用料を請求することが許されるか，
という契約法上の問題もあるが，どこでどの様にして私的利用が行われてい
るかを判断することはより困難なものとなろう。従って，権利行使としては，
自由利用ということから利用料請求を否定できなくとも，不法行為責任とし
ては，違法性が阻却されるという方向性を採ることも必要と思われる。
以上本稿においては，カラオケをめぐる著作権法上の問題を判例を中心に
考察してきたが，まだまだ，十分な考察を加えられたとはいえず，試論の域
を出ないものもあった。又，今後の研究に譲った部分も多い。これまでの研
究の成果について大方の御批判を賜れれば幸いである。
注
（１）カラオケの我国における普及については，阿部浩二「カラオケと著作権」
法学セミナー1983,11号，６０頁以下に詳しい。
（２）民集42巻３号199頁。
（３）第一審は，福岡地裁小倉支部昭57年８月31日判決（無体集16巻２号485頁)，
控訴審は，福岡高裁昭59年７月５日判決（無体集16巻２号463頁)。なおカラ
オケの演奏権侵害については，控訴審において附帯控訴されたものである。
（４）判時1221号120頁。
（５）加戸守行『著作権法逐条講義（改訂新版)」著作権情報センター，平６，１４９
頁。
（６）水野武・最高裁判所判例解説，法曹時報41巻９号266-267頁。
（７）阿部浩二「カラオケ伴奏による歌唱と音楽著作権一福岡高判昭和59年７月
５日」ジュリスト821号70頁以下。
（８）染野義信「カラオケ伴奏による客の歌唱と演奏権の侵害」（判例評論）判時
1288号218頁。
（９）水野・前掲，269頁。
(10）染野・前掲，219頁。
(11）大阪地判平６年４月12日判例時報1496号38頁。
カラオケに関する著作権法上の問題(五味）１０３
(12）著作権法38条１項において歌唱行為が自由行為として，演奏権が働かない
場合には，①営利目的がないこと，②入場料等を徴収しないこと，③出演者
等に報酬を支払わないことの三つの要素を充足した場合にはじめて認められ
る。カラオケ伴奏による場合には，③の要件はまず無視できるものである，
とされる（加戸・前掲書217頁)。又，三つの要件を充足した場合であっても，
自由行為として認められるためには，原作のままの利用であることが前提と
なっていることからすると，カラオケ伴奏により音楽著作物を歌唱する行為
は，歌詞を変更して歌ってみたり，メロディーと歌詞を交換して歌うという
ような場合が多々発生するのではないか。もちろんそこに，同一性保持権の
問題が絡んでくる場合もあろうが，それは，２０条２項４号の範囑の問題と捉
えられよう。従って，音楽著作物，中でも歌曲をその対象とするカラオケ問
題の場合には，メロディーと歌詞とを分離したうえで，分析する必要もあろ
う。この点については，後に詳述したい。
(13）半田正夫「カラオケ文化と音楽著作権一『クラブ・キャッツアイ』事件最
高裁判決（最３小判63.3.15）を契機に」ジュリスト911号29頁。
(14）松尾和子「カラオケ伴奏による客の歌唱と演奏権（著作権）侵害」ジュリ
スト927号100頁。
(15）斉藤博「カラオケ訴訟判決」法学教室51号89頁。
(16）染野・前掲，219頁。
(17）判夕753号217頁。
(18）判時1516号116頁。
(19）土井輝生「カラオケ装置及びピアノ自動演奏装置による無断演奏」（判例評
論）判時1256号205頁。半田・前掲，３０頁。半田正夫・『発明」８４巻４号83頁
（判例評釈)。
(20）加戸・前掲書，597頁。
完
